
【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】 

 

事業番号 Ａ-４-２ 

事業名  埋蔵文化財発掘調査事業（広野町） 

事業費 総額 1,609千円 （国費 1,206千円） 

（内訳:調査費 1,609千円） 

事業期間 平成２５年度～平成２７年度 

事業目的・事業地区 

【事業目的】復興事業によって埋蔵文化財包蔵地（以下「遺跡」とする。）が破壊され

る場合は、着工前に記録保存のための発掘調査が必要となる。また、未周知の遺跡が

工事着工後に不時発見された場合には、事業の推進に遅滞が生じる事も想定される。 

復興事業の円滑な推進と埋蔵文化財の適切な保護の両立を図るためには、事業着工前

に遺跡の有無やその範囲・内容（種別や年代）等を明らかにすることが不可欠となる。 

このことから、分布調査（地表面観察から遺跡および遺跡が推定される地点の確認

を行う）及び試掘･確認調査（部分的な掘削により遺跡の有無・内容を確認する）を実

施し、早期に情報を収集する。その成果を用いて、事業範囲・掘削深度等を可能な限

り埋蔵文化財に影響しない設計となるよう協議を行い、記録保存のための発掘調査を

回避するまたは最小限とするとともに、着工後の不時発見を防ぐことを目的とした。 

【事業地区】 福島県が事業主体となる広野町における復興事業(都市公園・道路整備

事業)に関わり、分布調査及び試掘・確認調査を実施した。 

※別紙：事業位置図を参照 

 

事業結果 

分布調査の結果、１箇所の遺跡、１箇所の遺跡推定地（遺跡の可能性が高い場所）を

確認した。試掘・確認調査を行い、調査成果をまとめた調査報告書を作成した。 

 ○平成 25年度 ・遺跡１箇所、遺跡推定地１箇所(39,000㎡)で試掘・確認調査を 

実施。報告書作成。 

          ⇒16,900㎡を保存のための協議が必要な範囲と判断 

         ※『東日本大震災復興関連遺跡調査報告１』福島県文化財調査報告

書第 503集に調査結果を記載。 

 ○平成 26年度  (調査準備) 

 ○平成 27年度 (調査に関わる調整及び設計協議) 

          ⇒事業計画の大幅な変更により、調査が不要となった。 

 

事業の実績に関する評価 

① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価 

・本調査事業の結果を用いて、当該復興事業の埋蔵文化財保護に関わる協議を開発

部局と実施した。調査により保存のための協議が必要な範囲と深さを整理し、協

議・調整に用いることができた。復興事業の早期着工と埋蔵文化財の適切な保護

の両立につながった。 

・また調査結果は、国民共有の財産である文化財に関する情報として報告書にまと

め公開している。 

② コストに関する調査・分析・評価 

・本調査事業以外の複数の調査事業に関わる契約業務を一括で発注したほか、調査

の拠点となる事務所を平成 26 年３月から南相馬市に設置したことによる調査効



率の向上によって、コストの削減に努めた。 

・遺跡に関する情報を収集するために過不足なく試掘・確認調査を実施しており、

記録保存のための発掘調査を回避し、協議・調整期間の縮減化につながったこと

も踏まえ、コストは適正なものである。 

③ 事業手法に関する調査・分析・評価 

・開発部局（富岡土木事務所）との連絡調整会議を適宜実施し、設計内容と調査に

関わる協議を断続的に実施した。調査実施と調査成果の設計への反映を迅速に行

う事ができた。 

 計画 平成２５年度 試掘・確認調査 

    平成２６年度 試掘・確認調査 

    平成２７年度 試掘・確認調査 

 実績 平成２５年度 試掘・確認調査、報告書作成  

事業担当部局 

福島県教育庁文化財課 電話番号：024-521-7787（本庁）,0244-23-0061（南相馬市駐

在） 

 

  



 

 

 

 
 

 

 

 

 
 

 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業位置図 
  



 

 
調査で確認した遺構 

 
 

調査で出土した遺物 


